
評価・要因分析

当初申請額 実績額 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

2,728,454円 2,347,447円

①地域活性化雇
用創造プロジェク
ト推進協議会運

営事業

プロジェクト全体の進捗管理を行うとともに、地
域の関係者で構成する協議会を設置し、プロ
ジェクトの円滑な運営を行う。

■協議会の開催
　・第１回地域活性化雇用創造プロジェクト推進協議会
　（８/４（水））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2,728,454円 2,347,447円

101,430,294円 64,070,943円 236社 228社 96.6% 83人 89人 107.2% 2人 6人 300.0% -

 　　　令和３年度高知県地域活性化雇用創造プロジェクト　事業実績一覧

令和３年度

うち良質な雇用による就職者数

計 -

-

計

実施主体 メニュー 事業名 事業内容 令和３年度　実施実績
（下線部がアウトプット目標に係る実績）

事業費(国費対象額)
単位：円

アウトプット
R3.4月～R4.3月末までの事業利用者数

（企業数あるいは求職者数）

アウトカム
R3.4月～R4.3月末までに事業利用により正社員

として雇用された者の数
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②働き方改革実
践支援事業

誰もが働きやすく、働き続けられる魅力ある職
場づくりにより、生産性向上と、従業員の人材確
保・育成・定着を推進するため、企業経営者の
意識改革や、働き方改革を進める職場リーダー
の育成、企業の取組進度に応じた実践支援を
通して、ロールモデルとなる企業を育成するとと
もに、優良事例集の作成・配布などにより横展
開を図り、働き方改革を定着させる仕組みづくり
を行う。

【アウトプット目標】　24社
・職場リーダー養成事業：20社
・ワークライフバランス実践支援事業：４社

■働き方改革トップセミナー
　働き方改革の第一人者を講師に招き、企業のトップを対象とした
セミナーを２回開催。
＜第１回＞
　・６/４（金）　
　　講師：サイボウズ株式会社代表取締役　青野　慶久　氏
　　参加者：150名
＜第２回＞
　・11/26（金）　
　　講師：株式会社サカタ製作所代表取締役社長　坂田　匠　氏
　　参加者：102名

■働き方改革推進職場リーダー養成講座：12社参加
　働き方改革を推進する職場リーダーに必要な知識や具体的なス
キルの習得を目指し、働き方改革の中核となる人材を育成。
　・６/17(木)、７/15(木)、８/26(木)

■ワークライフバランス実践支援事業：２社（３チーム）参加
　７月～２月までの間、参加企業に対し、働き方改革を専門とする
コンサルタントによる伴走支援を行い、生産性向上に向けた取り
組みを実践(おおむね月１回)。

■働き方改革優良事例集作成
　県内企業における働き方改革の取組事例をまとめた冊子を作成
し、県内の商工会、高校、大学、専門学校等へ配布。

15,698,745円 14,665,685円 24社 14社 58.3% 9人 25人 277.8% 2人 15人 750.0%

【アウトプット】
働き方改革の必要性を感じているものの、人
手不足等により実際の取組につなげられな
かった企業が多かったことなどの理由により、
目標未達成となった。

【アウトカム】
新たな正社員雇用の意欲が高い企業が事業
を活用したことにより、就職者数、良質な雇用
の指標ともに目標を達成した。

R４年度は引き続き、トップセミナーの開催に
より県内企業における働き方改革の取組へ
の意識醸成を図るとともに、各種事業への参
加を促し、それぞれの目標達成を目指す。
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③生産性向上等
支援事業

県内中小企業の中核的支援機関である（公財）
高知県産業振興センターにコーディネーターを
配置し、県内企業に対するコンサルティング等
を通じて生産性向上を図るとともに、研修等によ
る人材育成を行い、企業の経営基盤の強化に
よる良好な労働条件の創出を図る。

【アウトプット目標】　212社
（工業振興課）
・事業戦略を策定した県内企業：200社

（企業誘致課）
・立地企業キャリアアップ研修：12社

　（工業振興課）
■事業戦略策定企業の実行支援
　・事業戦略策定企業200社に対し四半期ごとのＰＤＣＡを実施
　⇒事業戦略支援会議の開催：12回
　⇒アドバイザー会議の開催：２回　
　・事業戦略に係る売上目標の達成状況
　⇒１年満了企業：39.8％（80/201）
　　 ２年満了企業：44.3％（81/183）
　　 ３年満了企業：48.0％（59/123）

■専門職員の配置による支援体制の構築
　・戦略支援統括：２名
　　　企業訪問等の実施：338回
　・生産技術・機械設計コーディネーター：１名
　　　企業訪問等の実施：307回
　・主任コーディネーター：１名、ものづくりコーディネーター：５名
　　　企業訪問等の実施：1,660回

■外部専門家の派遣：101回

（企業誘致課）
■立地企業キャリアアップ研修：５社参加
　新型コロナウィルス感染症のまん延防止の観点からWEB会議シ
ステム活用によるオンラインでの研修を実施。
　①セミナー型研修(基礎編：２回、応用編：５回)
　　　基礎編：8/17、8/19
　　　応用編：11/30、12/6、12/9、12/10、12/13
　②オーダーメイド型研修(11回)
      9/17、9/22、10/4、10/11、10/15、10/20、11/2、11/10、
　　11/11、11/16、11/18

85,731,549円 49,405,258円 212社 205社 96.7% 100人 151人 151.0% 3人 54人 1800.0%

【アウトプット】
業務や日程の都合が合わず研修に参加でき
なかった企業がいたため、目標未達成となっ
た。

【アウトカム】
事業戦略に基づき、売上、営業利益の目標を
立てながら雇用の確保にも取り組んだため、
良質な雇用を創出できた。

新型コロナウイルス感染症の影響が続いてお
り、R４年度も引き続き一部の研修等をオンラ
インで実施することにより、当初どおりの目標
達成を目指す。
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※良質な雇用〈就職者のうち以下のすべてに該当する者〉　

　①就労期間における所定内給与額の１ヶ月当たりの平均が185,400円以上の額であること

　②月平均所定外労働時間が20時間以下であること。

ss
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評価・要因分析

当初申請額 実績額 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率 目標 実績 達成率

令和３年度

うち良質な雇用による就職者数
実施主体 メニュー 事業名 事業内容 令和３年度　実施実績

（下線部がアウトプット目標に係る実績）
事業費(国費対象額)

単位：円

アウトプット
R3.4月～R4.3月末までの事業利用者数

（企業数あるいは求職者数）

アウトカム
R3.4月～R4.3月末までに事業利用により正社員

として雇用された者の数

43,629,040円 43,815,485円 450人 496人 110.2% 36人 33人 91.7% 8人 19人 237.5% -計
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④立地企業魅力
発信支援事業

ハローワークや学校等の関係機関と連携し、紹
介冊子・ＨＰやTwitter等のＳＮＳを通じて県内外
の幅広い層の人材に対して立地企業の仕事の
内容や魅力を情報発信するとともに、合同企業
説明会・企業見学会の開催を支援し、企業と求
職者とのマッチングの機会を創出し、立地企業
の人材確保を図る。

【アウトプット目標】　100人
過去に実施した立地企業合同企業説明会の実
績（求職者R1：102人、R2：82人）に基づき、毎年
度求職者100人への情報発信を目標とする

■合同企業説明会：119名参加
　新型コロナウイルス感染症のまん延防止の観点から、全日程に
ついてオンライン形式（LIVE配信、オンライン面談）のみの開催に
変更。
　高知市(9/4、9/17)、土佐市(9/7)、香南市(9/10)、四万十市
(9/22)
　※オンラインで開催に変更となったため、企業見学会は実施見
送り。

■立地企業紹介コンテンツ
①事務系立地企業紹介冊子
　市町村やハローワークなどの関係機関、県内外の学校等に配
布

②HP上での企業紹介コンテンツ
　立地企業の仕事内容や魅力を紹介する記事を作成し、県HP上
に掲載（30社）

5,285,281円 3,874,200円 100人 119人 119.0% 6人 2人 33.3% 3人 2人 66.7%

【アウトプット】
新型コロナウイルス感染症の影響により、事
業の開催方法等の検討に時間を要したもの
の、その後の広報やオンラインでの開催によ
り、参加者数の増につながった。

【アウトカム】
良質な雇用につながった２名は同じ企業に採
用された者で、企業側が求める人材と合致し
たことや即戦力としての雇用が実現したことに
よるものである。

R４年度は対面型に加え、オンラインを併用し
た形で開催することで、目標達成を目指す。
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⑤IT・コンテンツ
人材確保事業

首都圏等に在住の人材を対象としたオンライン
交流会の開催や県内で実施する人材育成講座
受講者への県内企業の紹介、ＨＰ・ＳＮＳ等を通
じた情報発信などにより県内外のＩＴ・コンテンツ
関連の人材の掘り起こしを行う。掘り起こした人
材の中で、県内企業への就職を希望する方に
対して、県内企業の魅力や事業内容を紹介す
るとともに、希望職種や雇用条件、資格等の職
業紹介に必要な情報を集め、個別サポートを実
施することで人材の確保を図る。

【アウトプット目標】　40人
・交流会への参加者やITコンテンツアカデミーの
エンジニア育成講座の修了生のうち、県内企業
への就職を希望する求職者（サポートを受ける
ために相談を行う者）数

■IT・コンテンツネットワーク会員の獲得
　・会員登録数809名（うちR3年度の新規登録者数：193名）

■セミナーの開催（参加者11名）
　・はじめてのIT業界セミナー
　　3/10こうち男女共同参画センター「ソーレ」　参加者2名
　　3/11ジョブカフェこうち　参加者3名
　　3/14ハローワーク高知　参加者6名

■交流会の開催：参加者114名
　・12/18オンライン交流会開催　参加者30名
　・1/22 オンライン交流会開催　参加者55名
　・3/2　オンライン交流会開催　参加者29名

■個別面談の実施：111名

19,943,000円 19,943,000円 40人 111人 277.5% 15人 5人 33.3% 3人 0人 0.0%

【アウトプット】
新型コロナウイルス感染症の影響により交流
イベントをオンライン開催に切り替えたことで、
全国各地からの参加につながり、結果として
オフラインでのイベントに比べ参加者が増加
し、相談件数の増加に繋がった。

【アウトカム】
新型コロナウイルス感染症の影響によりイベ
ントを通じた人材掘り起こしの取り組みを開始
するのが遅れたことなどから、求職者と企業と
のマッチングが難しく、実際の就職者及び就
業体験者は15名となったが、基準日時点での
正社員採用が伸びなかった。

※本事業はＲ３年度をもって終了廃止
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⑥UIターン促進・
就職支援事業

都市部のUIターン希望者の就職・転職活動を支
援するため、合同企業就職相談会を対面（東
京・大阪）及びオンラインで実施し、県内企業の
人材確保を図る。

【アウトプット目標】　310人
・合同企業就職相談会（対面・オンライン）への
参加求職者
・移住相談会と連携した就職相談の利用者

■合同企業就職相談会（対面・オンライン）

【実施内容】
・対面形式で合同企業就職相談会を開催（11/27（土）東京、11/28
（日）大阪）
・オンライン形式で合同企業就職相談会を開催
　（夏期：7/1（木）～8/31（火）、冬期：11/29（月）～2/10（木））
・移住相談会と連携した就職相談の実施（通年）
・特設サイトを開設し、県内企業の求人情報等を掲載
・企業の採用担当者との面談及び高知県移住促進・人材確保セン
タースタッフによる就職相談を実施

・参加求職者数：266名
　（内訳）
　・オンライン合同企業就職相談会（夏期）：74名
　・オンライン合同企業就職相談会（冬期）：60名
　・合同企業就職相談会（東京）：40名
　・合同企業就職相談会（大阪）：47名
　・移住相談会と連携した就職相談：45名

18,400,759円 19,998,285円 310人 266人 85.8% 15人 26人 173.3% 2人 17人 850.0%

【アウトプット】
対面による合同企業就職相談会については、
コロナ前と比較しても参加者数が大幅に減少
しており、オンライン合同企業就職相談会等
を合わせた全体としても、アウトプット未達成
となった。
令和４年度については、引き続き対面及びオ
ンラインでの合同企業就職相談会を実施する
とともに、これまで当事業の主対象としていた
ＵＩターン就職をすでに意識・検討している層
に加え、他事業との連携により、ＵＩターン就職
の可能性を潜在的に有する層を新たに呼び
込むことで、アウトプット達成を目指す。

【アウトカム】
令和３年度のアウトカムについては、目標を
大きく上回る結果となった。
令和４年度についても、上記の取組によりア
ウトプットの増加を図るとともに、企業訪問等
による良質な雇用の条件を満たす求人の開
拓に注力することにより、目標達成を目指す。

指定事業主雇用
助成メニュー

本プロジェクトに参加する事業主が施設を設置・
整備し、それに伴って地域の求職者の雇入れを
行った場合に、国が実施する「地域雇用開発助
成金」に雇入れ一人当たり５０万円を上乗せ（１
回目のみ）する形で労働局（ハローワーク）を通
じて助成される。

申請・承認件数　0件 －
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